
 
 

第 21 回サステナビリティ基準委員会 
資料番号 審議事項 A2-3 

日付 2023 年 9 月 19 日 

  
 

プロジェクト IFRS S2 号に相当する基準の開発 

項目 スコープ 1及びスコープ 2の温室効果ガス排出の分解 
 

 

1/6 

本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、国際サステナビリティ基準審議会（以下

「ISSB」という。）の IFRS S2 号「気候関連開示」（以下「IFRS S2 号」という。）に相

当する基準（日本版 S2基準）の開発を当委員会の審議テーマとすることを決定した。 

2. 本資料は、日本版 S2 基準におけるスコープ 1及びスコープ 2の温室効果ガス排出の分解

に関する定めについて検討することを目的としている。なお、本審議事項の前提となる、

報告企業に含める温室効果ガス排出の範囲を決定する方法の選択については、審議事項

「A2-2 GHG プロトコルの測定アプローチ」において検討している。 

3. 温室効果ガス排出に関連する論点は次のとおりである。なお、経過措置については、別途

まとめて検討する予定である。 

温室効果ガス排出の開示に関する論点一覧（本論点はハイライト部分） 

範囲 ≪境界の画定≫  

  温室効果ガス排出の 3つのスコープ A2-1 

  GHG プロトコルと法域における他の法令等との関係 - 

  GHG プロトコルの測定アプローチ A2-2 

  スコープ 1及びスコープ 2の温室効果ガス排出の分解 A2-3 

測定 ≪温室効果ガス排出の測定≫  

  [3 つのスコープ共通]  

   CO2換算の温室効果ガスの集約 - 

  [スコープ 2温室効果ガス排出]  

   スコープ 2の測定におけるロケーション基準とマーケット基準 - 

  [スコープ 3温室効果ガス排出]  

   絶対総量の開示における重要性の判断の適用 - 

   異なる報告期間の情報の使用 - 

   スコープ 3の範囲の再評価 - 

   スコープ 3の測定フレームワーク - 

   ファイナンスに係る排出（financed emissions） - 
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開示 ≪温室効果ガス排出の絶対総量の開示≫ - 

 ≪測定方法の開示≫ - 

その他 ≪経過措置≫ - 

 

事務局による提案の要約 

4. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである。（後述の第 13 項参照） 

日本版 S2基準において、IFRS S2 号の定めを取り入れ、次のことを定める。 

(1) スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出について、連結会計

グループに関するものとその他の投資先に関するものとに分解して開示しなければ

ならない。 

次の事項を、日本版 S2基準の規範性のあるものとして定める（基準の結論の背景に含め

ることを想定している。）。 

(1) 「連結会計グループ」には、親会社とその連結子会社が含まれ、「その他の投資先」

には、関連会社、共同支配企業及び非連結子会社が含まれる。 

ISSB 基準の理解 

5. IFRS S2 号では、スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出に関し

て、排出を分解することが要求されている（和訳は事務局による仮訳）。 

29 An entity shall disclose information relevant to the cross-industry metric categories of: 

 企業は、産業横断的指標カテゴリーに関連する次の情報を開示しなければならな

い。 

(a) greenhouse gases—the entity shall: 

温室効果ガス。企業は次のすべてを行わなければならない。 

(iv) for Scope 1 and Scope 2 greenhouse gas emissions disclosed in accordance with 

paragraph 29(a)(i)(1)–(2), disaggregate emissions between: 

第 29項(a)(i)(1)から(2)に従い開示される「スコープ 1」の温室効果ガ

ス排出及び「スコープ 2」の温室効果ガス排出について、排出を次のす

べてに分解する。 

(1) the consolidated accounting group (for example, for an entity applying 

IFRS Accounting Standards, this group would comprise the parent and its 

consolidated subsidiaries); and 

(2) other investees excluded from paragraph 29(a)(iv)(1) (for example, for an 
entity applying IFRS Accounting Standards, these investees would include 

associates, joint ventures and unconsolidated subsidiaries); 
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(1) 連結会計グループ（例えば、「IFRS 会計基準」を適用している企業

については、このグループは親会社及びその連結子会社で構成され

る。） 

(2) 第 29項(a)(iv)(1)から除外されるその他の投資先（例えば、「IFRS

会計基準」を適用している企業については、これらの投資先には関

連会社、共同支配企業及び非連結子会社が含まれる。） 

B27 The Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting Standard (2004) 

includes different measurement approaches that an entity might use when measuring its 

greenhouse gas emissions. In disclosing information in accordance with paragraph 

29(a)(iii), the entity is required to disclose information about the measurement approach it 

uses. For example, when the entity discloses its greenhouse gas emissions measured in 

accordance with the Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting 

Standard (2004), the entity is required to use the equity share or control approach. 

Specifically, the entity shall disclose: 

 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」は、企業が温室

効果ガス排出を測定するにあたり企業が使用する場合がある異なる測定アプロー

チを含む。第 29 項(a)(iii)に従って情報を開示するにあたり、企業は使用する測

定アプローチについての情報を開示することが要求される。例えば、企業が「温室

効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」に従って測定した企業

自身の温室効果ガス排出を開示する場合、企業は持分割合アプローチ又は支配ア

プローチを使用することが求められる。具体的には、企業は次のすべてを開示しな

ければならない。 

(a) the approach it uses to determine its greenhouse gas emissions (for example, the equity 

share or control approach in the Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting 

and Reporting Standard (2004)); and 

企業の温室効果ガス排出を決定するために使用するアプローチ（例えば、「温

室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」における持分割合

アプローチ又は支配アプローチ） 

(b) the reason, or reasons, for the entity’s choice of measurement approach and how that 

approach relates to the disclosure objective in paragraph 27. 

企業の測定アプローチを選択した理由及びそのアプローチがどのように第 27

項の開示目的と関連しているか 

（公開草案に対する当委員会のコメント） 

6. 当委員会は、本論点に関し、IFRS S2 号の公開草案に対して、次のようにコメントした。 

スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出については、次の理由か

ら連結会計グループの範囲についてのみ開示を要求すべきと考えられる。 

(1) 非連結の投資先企業は報告企業1の範囲に含まれないため、これらの温室効果ガス排

出はスコープ 1 排出及びスコープ 2 排出ではなく、スコープ 3 排出に含めて開示す

                                                   
1 第 18 回サステナビリティ基準委員会（2023 年 8 月 3 日開催）において、報告企業を「一般目的財務

諸表の作成を要求されるか又はこれを選択する企業」と定義した上で、「連結財務諸表を作成している

場合は連結財務諸表に含まれる企業集団（親会社及び子会社をいう。以下同じ。）、連結すべき子会社

が存在しないため連結財務諸表を作成していない場合は個別財務諸表を作成する企業」をいう旨を示

すことにつき、特段反対の意見は聞かれなかった。 
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ることがあり、現状の実務を変更する場合には、企業に過度な負担がかかることが考

えられる。 

(2) 公開草案で対象とされている「関係会社（affiliates）」の範囲が不明瞭である。 

(3) 利用者においても、報告企業（スコープ 1及びスコープ 2）及び報告企業以外のバリ

ュー・チェーン全体（スコープ 3）での温室効果ガス排出が把握できれば、企業価値

の評価を行う上での支障とはならないものと考えられる。 

事務局による分析 

（公開草案からの変更点） 

7. 確定された IFRS S2 号では、「関係会社（affiliates）」という文言が削除され、「連結会

計グループ」と、関連会社、共同支配企業及び非連結子会社が含まれる「その他の投資

先」に分けて開示することが明確になった。 

8. また、この開示が求められている理由については、「温室効果ガスプロトコルの企業算定

及び報告基準（2004 年）」（以下「GHG プロトコル（2004 年）」という。）が、投資先の温

室効果ガス排出量を報告企業自身の「スコープ 1」、「スコープ 2」及び「スコープ 3」に

含めることを決定する方法について、次の 3 つのアプローチの選択を要求しているため

としている。 

(1) 持分割合アプローチ 

(2) 経営支配力アプローチ 

(3) 財務支配力アプローチ 

9. IFRS S2 号は、測定した温室効果ガス排出量を企業が選択したアプローチを用いて、分解

することを要求しており、どの測定アプローチを選択したのかを開示することにより、

比較可能性が高められるとしている2。 

（公開草案からの変更点に関する検討） 

10. 当委員会が行ったコメント（前述の第 6項(1)参照）に関しては、仮に、経営支配力アプ

ローチを選択する場合、連結子会社ではない投資先企業に対して支配力を有していない

ため、当該投資先企業が排出する温室効果ガスについては、（企業自身のスコープ 1 又

はスコープ 2 ではなく）スコープ 3 に含めることになると考えられる。この場合、スコ

ープ 3 に含めるという現状の実務を変更することなく、要求事項を満たすことができる

                                                   
2 3 つの測定アプローチについては、審議事項 A2-2「GHG プロトコルの測定アプローチ」を参照のこと。 
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と考えられるため、当該要求事項を、日本版 S2基準に取り入れることが考えられるがど

うか。 

11. また、「連結会計グループ」という用語は、適用する会計基準にかかわらず説明が可能と

なるように用いられていることが考えられるが、IFRS S1 号では定義されておらず、「報

告企業」の概念とも異なることから、次の事項を、日本版 S2基準の規範性のあるものと

して定めることとしてはどうか（基準の結論の背景に含めることを想定している。）。 

連結会計グループには、親会社とその連結子会社が含まれ、その他の投資先には、関連会

社、共同支配企業及び非連結子会社が含まれる。 

（規範性のないガイダンス） 

12. 温室効果ガス排出量を分解するという要求事項については、選択する測定アプローチ（前

述の第 8 項参照）により開示プロセスが異なることになるため、規範性のないガイダン

スの開発を検討することが適切であると考えられる。 

事務局による提案 

13. 日本版 S2基準において、次の事項を定めることとしてはどうか。 

(1) スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出について、連結会計

グループに関するものとその他の投資先に関するものとに分解して開示しなければ

ならない。 

(2) 「連結会計グループ」には、親会社とその連結子会社が含まれ、「その他の投資先」

には、関連会社、共同支配企業及び非連結子会社が含まれる。 

文案 

14. 本資料における事務局提案を踏まえた日本版 S2基準の文案イメージは、以下のとおりで

ある。 

（HP では非公表） 
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ディスカッション・ポイント 

① 本資料第 4 項に示す日本版 S2 基準の定めに関する事務局提案について、ご質

問やご意見があればいただきたい。 

② 日本版 S2基準の文案イメージについて、ご意見をいただきたい。 

③ 本論点に関して、他に検討すべき事項があればご意見いただきたい。 

以 上 

 


